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 硫酸（希硫酸）に係る規制状況  

 

 

希硫酸の保管・使用に関する規制は下記の通り。 

 

１）消防法 

２）毒物及び劇物取締法 

３）労働安全衛生法 

       労働安全衛生規則 

特定化学物質等障害予防規則 

 

 

 

 

 

１）消防法 

  ・消防法では、硫酸は非危険物として取り扱われているが、硫酸濃度が６０％を超え

るものについては、『消防活動阻害物質』と指定されている。 

 

 

【消防活動阻害物質の届出制度】 

第九条の二 

圧縮アセチレンガス、液化石油ガスその他の火災予防又は消火活動に重大な支障を生ずる

おそれのある物質で政令で定めるものを貯蔵し、又は取り扱う者は、あらかじめ、その旨

を所轄消防長又は消防署長に届け出なければならない。ただし、船舶、自動車、航空機、

鉄道又は軌道により貯蔵し、又は取り扱う場合その他政令で定める場合は、この限りでな

い。 

 

※１ 希硫酸 ６０％以下を除き、２００ｋｇ以上を超えるものに対し、適用される。 

 

※２ 消火活動阻害物質は実際の消火活動の際にその存在がわかるように届出制度を設け

ているのであって、その保管方法には関知しない。 

   （日本橋消防署の見解） 
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２）毒物及び劇物取締法 

  ・毒劇法では、硫酸濃度が１０％を超えるものについては、『劇物』と指定されている。 

 

 

【毒物又は劇物の取扱】 

第十一条 

毒物劇物営業者及び特定毒物研究者は、毒物又は劇物が盗難にあい、又は紛失することを

防ぐのに必要な措置を講じなければならない。 

２  毒物劇物営業者及び特定毒物研究者は、毒物若しくは劇物又は毒物若しくは劇物を含

有する物であつて政令で定めるものがその製造所、営業所若しくは店舗又は研究所の外に

飛散し、漏れ、流れ出、若しくはしみ出、又はこれらの施設の地下にしみ込むことを防ぐ

のに必要な措置を講じなければならない。 

３  毒物劇物営業者及び特定毒物研究者は、その製造所、営業所若しくは店舗又は研究所

の外において毒物若しくは劇物又は前項の政令で定める物を運搬する場合には、これらの

物が飛散し、漏れ、流れ出、又はしみ出ることを防ぐのに必要な措置を講じなければなら

ない。 

４  毒物劇物営業者及び特定毒物研究者は、毒物又は厚生労働省令で定める劇物について

は、その容器として、飲食物の容器として通常使用される物を使用してはならない。 

 

【毒物又は劇物の表示】 

第十二条 

毒物劇物営業者及び特定毒物研究者は、毒物又は劇物の容器及び被包に、「医薬用外」の文

字及び毒物については赤地に白色をもつて「毒物」の文字、劇物については白地に赤色を

もつて「劇物」の文字を表示しなければならない。 

 

【事故の際の措置】 

第十六条の二  毒物劇物営業者及び特定毒物研究者は、その取扱いに係る毒物若しくは劇

物又は第十一条第二項に規定する政令で定める物が飛散し、漏れ、流れ出、しみ出、又は

地下にしみ込んだ場合において、不特定又は多数の者について保健衛生上の危害が生ずる

おそれがあるときは、直ちに、その旨を保健所、警察署又は消防機関に届け出るとともに、

保健衛生上の危害を防止するために必要な応急の措置を講じなければならない。 
 ２  毒物劇物営業者及び特定毒物研究者は、その取扱いに係る毒物又は劇物が盗難にあ

い、又は紛失したときは、直ちに、その旨を警察署に届け出なければならない。 
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3）労働安全衛生法 

  ・労働安全衛生法では、硫酸は特定化学物質等として取り扱われており、硫酸濃度が

１％を超えるものについては、『第３類分質』と指定されている。設置する場合は、

様式２０号による届書に、当該機械の種類に応じて同表の中欄に掲げる事項を記載

した書面及び図面等を添えて、所轄労働基準監督署長に提出しなければならない。 

 

 

【機械等設置届】 

第八十八条第二項 

機械等で、危険若しくは有害な作業を必要とするもののうち労働省令で定めるものを設置

しようとする事業者は、その計画を該当工事の開始３０日前までに、労働基準監督署長に

届け出なければならない。 

 

【作業主任者】 

第十四条 

事業者は、高圧室内作業その他の労働災害を防止するための管理を必要とする作業で、政

令で定めるものについては、都道府県労働局長の免許を受けた者又は都道府県労働局長若

しくは都道府県労働局長の指定する者が行う技能講習を修了した者のうちから、労働省令

で定めるところにより、当該作業の区分に応じて、作業主任者を選任し、その者に当該作

業に従事する労働者の指揮その他の労働省令で定める事項を行わせなければならない。 

 

【安全衛生教育】 

第五十九条 

事業者は、労働者を雇い入れたときは、当該労働者に対し、労働省令で定めるところによ

り、その従事する業務に関する安全又は衛生のための教育を行なわなければならない。 

２ 前項の規定は、労働者の作業内容を変更したときについて準用する。 

３ 事業者は、危険又は有害な業務で、労働省令で定めるものに労働者をつかせるときは、

労働省令で定めるところにより、当該業務に関する安全又は衛生のための特別の教育を行

なわなければならない。 
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労働安全衛生規則 
 
【作業主任者の選任】 

第十六条   
法第十四条の規定による作業主任者の選任は、別表第一の上欄に掲げる作業の区分に応じ

て、同表の中欄に掲げる資格を有する者のうちから行なうものとし、その作業主任者の名

称は、同表の下欄に掲げるとおりとする。 
２  事業者は、令第六条第十七号の作業のうち、高圧ガス保安法（昭和二十六年法律第二

百四号）、ガス事業法（昭和二十九年法律第五十一号）又は電気事業法（昭和三十九年法律

第百七十号）の適用を受ける第一種圧力容器の取扱いの作業については、前項の規定にか

かわらず、ボイラー及び圧力容器安全規則（昭和四十七年労働省令第三十三号。以下「ボ

イラー則」という。）の定めるところにより、特定第一種圧力容器取扱作業主任者免許を受

けた者のうちから第一種圧力容器取扱作業主任者を選任することができる。 
 

作業の区分 資格を有する者 名称 

令第六条第十八号の作業 特定化学物質等作業主任者技能講

習を修了した者 

特定化学物質等作業主任

者 

 

 

特定化学物質等障害予防規則 

  ・特化法は事業者の責務を定めたものなので、特化法では届出義務はありません。 

   （中央労働基準監督所の見解） 

 

【排液処理】 

第十一条 

事業者は、次の表の上欄に掲げる物を含有する排液（第一類物質を製造する設備からの排

液を除く。）については、同表の下欄に掲げるいずれかの処理方式による排液処理装置又は

これらと同等以上の性能を有する排液処理装置を設けなければならない。（表） 

２ 事業者は、前項の排液処理装置又は当該排液処理装置に通じる排水溝(こう)若しくは

ピツトについては、塩酸、硝酸又は硫酸を含有する排液とシアン化カリウム若しくはシア

ン化ナトリウム又は硫化ナトリウムを含有する排液とが混合することにより、シアン化水

素又は硫化水素が発生するおそれのあるときは、これらの排液が混合しない構造のものと

しなければならない。 

３ 事業者は、第一項の排液処理装置を有効に稼(か)働させなければならない。 

 

【ぼろ等の処理】 

第十二条の二 

事業者は、特定化学物質等により汚染されたぼろ、紙くず等については、労働者が当該特

定化学物質等により汚染されることを防止するため、ふた又は栓(せん)をした不浸透性の

容器に納めておく等の措置を講じなければならない。 
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【接合部の漏えい防止措置】 

第十四条 

事業者は、特定化学設備のふた板、フランジ、バルブ、コツク等の接合部については、当

該接合部から第三類物質等が漏えいすることを防止するため、ガスケツトを使用し、接合

面を相互に密接させる等の措置を講じなければならない。 

 

【床】 

第二十一条 

事業者は、第一類物質を取り扱う作業場（第一類物質を製造する事業場において当該第一

類物質を取り扱う作業場を除く。）、オーラミン等又は管理第二類物質を製造し、又は取り

扱う作業場及び特定化学設備を設置する屋内作業場の床を不浸透性の材料で造らなければ

ならない。 

 

【立入禁止措置】 

第二十四条 

事業者は、次の作業場には、関係者以外の者が立ち入ることを禁止し、かつ、その旨を見

やすい箇所に表示しなければならない。 

一 第一類物質又は第二類物質を製造し、又は取り扱う作業場（臭化メチル等を用いて燻

(くん)蒸作業を行う作業場を除く。） 

二 特定化学設備を設置する作業場又は特定化学設備を設置する作業場以外の作業場で第

三類物質等を合計百リツトル以上取り扱うもの 

 

【容器等】 

第二十五条 

事業者は、特定化学物質等を運搬し、又は貯蔵するときは、当該物質が漏れ、こぼれる等

のおそれがないように、堅固な容器を使用し、又は確実な包装をしなければならない。 

２ 事業者は、前項の容器又は包装の見やすい箇所に当該物質の名称及び取扱い上の注意

事項を表示しなければならない。 

３ 事業者は、特定化学物質等の保管については、一定の場所を定めておかなければなら

ない。 

４ 事業者は、特定化学物質等の運搬、貯蔵等のために使用した容器又は包装については、

当該物質が発散しないような措置を講じ、保管するときは、一定の場所を定めて集積して

おかなければならない。 

 

【緊急診断】 

第四十二条 

事業者は、特定化学物質等が漏えいした場合において、労働者が当該特定化学物質等によ

り汚染され、又は当該特定化学物質等を吸入したときは、遅滞なく、当該労働者に医師に

よる診察又は処置を受けさせなければならない。 

 


